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〔表紙〕国指定重要無形民俗文化財「黒川能」 

霊峰月山の麓、鶴岡市黒川地区で黒川の鎮守、春日神社の神事能として、すべて氏子たち

の手によって 500 年ものあいだ連綿と守り伝えられ、昭和 51 年(1976 年)に国の重要無形民

俗文化財に指定されています。 

春日神社の年 4 回の例祭に神事能として奉納されますが、中でも天地凍てつく旧正月に行

われる「王祇
お う ぎ

祭
さい

」は最も重要なお祭りとなっています。２月１日の未明から始まる「王祇
お う ぎ

祭
さい

」

は、能５番、狂言４番が夜を徹して演じられるなど、すべてが終了するのは２月２日の夕刻

に及びます。 

鶴岡市立 加茂水族館 「クラゲドリーム館」 

鶴岡市立加茂水族館は、昭和 39 年にオープンした山形県唯一の水族館です。 

入館者が激減し閉館寸前の厳しい時代もありましたが、クラゲ展示がきっかけで経営が回復

し、クラゲの展示種類数でギネス記録に認定されるなど、世界一のクラゲ水族館として、国内

外から大きな注目を浴びております。 

平成 26 年 6 月 1 日のリニューアルオープン以来、多くの方から訪れていただいており、こ

れまで 27万人が最高だった年間入館者が、10 ヵ月間で 71 万人を超えるなど、県内を代表す

る観光施設となりました。館内では、世界最大級・直径 5m のクラゲ大水槽をはじめ、50 種類

以上のクラゲが展示されています。 



山形県勢の発展につきましては、日ごろより特段の御高配を賜り、厚くお礼申

し上げます。 

現在わが国が直面する人口減少は、国家の基盤を危うくする重大な問題であり、

その克服には、地方と政府が力を合わせて「地方創生」を実現していく必要があ

ります。 

本県では、昨年度、人口減少対策プロジェクトチームを設置し、新たな施策の

方向性を検討し、中間報告をとりまとめました。本年４月には「山形県総合戦略推

進本部」を設置し、10 月を目途に地方版総合戦略を策定し､人と地域が輝く「やま

がた創生」の実現に取り組むこととしております。 

政府におかれましては、こうした地方の取組みに対する支援はもとより、総合

的な少子化対策や女性の活躍促進、企業の地方移転や雇用創出、都市住民の移住

促進、基盤となる公共インフラの整備推進など、地方創生に向けた大胆な取組み

を強力に推し進めていただくことが重要であると考えております。 

一方、東日本大震災から４年が経過しましたが、本県には現在も約４千名の避

難者がおられるなど、復興は道半ばにあります。2020 年東京オリンピック・パラ

リンピックの様々な効果の東北復興への波及、本県へ避難されている方々の心の

ケア、生活経済面でのきめ細かな支援充実などが今後とも必要であります。 

また、本県では、「第３次山形県総合発展計画」に基づき、未来を拓く新たな

可能性の創出に県民挙げて取り組んでいます。このような中、本県の恵まれた地

域資源を活かし、山形らしい、山形にしかできない新しい成長の姿「自然と文明が

調和した理想郷 山形」という将来ビジョンの実現に向け､「産業の振興」と「地域

の再生」の２つの視点を重視し、４本の成長戦略、①「中小企業の振興、世界最

先端の技術で産業形成、企業誘致の推進､『観光立県山形』の実現」、②｢『食産

業王国やまがた』の実現」、③｢エネルギーで地域経済活性化・産業振興｣、④

「福祉・医療・教育の充実」の実行に取り組んでおります。 

本提案は、これら施策の推進や課題解決に向け、県・県議会・市町村・市町村

議会、そして県内経済団体などからなる山形県開発推進協議会が一丸となって、

政府に御対応いただきたい施策や取組み等を取りまとめているものであります。 

ついては、本県の置かれている状況及び課題を御認識いただき、今後の政府の

施策展開及び平成 28 年度の政府予算編成にあたりましては、本提案の実現につい

て、特段の御配慮を賜りますようお願い申し上げます。 
 

平成27年 6月 
 

山形県開発推進協議会 

会 長  山 形 県 知 事  吉 村 美栄子 

 

 

 

副会長  山形県議会議長  野 川 政 文 
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